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序章  

 

第 1 節 背景と課題  

日本の米作については技術進歩の偏向性や規模の経済が指摘され、これまで多くの

計量分析が行われてきた。同時に、米作が農業政策と密接に関連した部門であること

から、こうした計量分析を通じていろいろな政策的知見が与えられてきた。それと同

時に、生産関数分析の手法は生産関数から費用関数や利潤関数などの双対関数の計測

へ移っていった。  

双対理論と双対関数の導入によって、生産関数の推計にともなう同時推計バイアス

の問題が解消し、また生産関数の推計にありがちな多重共線関係が改善されるなど、

実証分析の可能性は確実に広がったと考えられる。特にトランスログなど伸縮的関数

形による計測が可能になったことで、要素代替の弾力性など、米作の技術構造を捉え

るための指標が先験的な制約から解放されると同時に、各生産要素についての技術変

化バイアスや、産出量水準と規模の経済との関係など、従来は困難であった知見が検

出可能となった。  

 その一方で、生産関数とその双対関数との関係については、例えば両者の間で一致

した要素分配率が得られているかといえば、やや否定的にならざるを得ない。従来の

生産関数とその双対関数による計測結果については、多くの場合、計測対象期間が異

なるため、両者の相違を明確に示すことは困難であるが、そのなかでも、例えば土地

用役の分配率については、生産関数の方が双対関数よりも大きくなる傾向を示してい

る（遠藤ほか［7］）。  

 こうした傾向は、土地を可変的投入要素とみなして長期の費用関数を計測すること

に疑問を投げかけている。土地市場のモビリティが小さいために長期均衡よりも土地

の投入量が平均的に過少であれば、上記の傾向が観察されると推測されるからである

（草苅［19］）。  
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 このような指摘は、生産要素市場の競争性を仮定することに対するものであり、生

産要素市場の捉え方の違いによって「米生産費」データを用いた生産関数分析によっ

て計測された米作の生産構造を規定する、代替の弾力性や技術進歩の偏向性、限界生

産物価値などの推計値にバイアスを生じさせている可能性があると考えられる。  

 本稿では米作の生産要素市場に競争の不完全性が存在する状況で、生産要素市場を

完全競争市場として捉えた場合に様々な弾力性の値にどのようなバイアスを与えるの

かを検証することで、現実の観測点を長期均衡とみなすことに問題があることを明ら

かにする。  

 

第 2 節 各章の構成  

第 1 章では米作生産関数分析と生産要素市場の競争性について整理する。はじめに

日本の米作に関して生産関数分析を用いた既存研究の手法的な発展に関するレビュー

を行う。これらのレビューをもとに、既存の米作生産関数分析において仮定されてき

た生産要素市場の構造や、特徴を整理する。こうした生産要素市場の仮定と現実の生

産要素市場との乖離について、土地市場の零細分散錯圃、モビリティの低さを取り上

げる。  

第 2 章では零細分散錯圃による非効率性を取り上げ、非効率性が解消されたフロン

ティア利潤関数を計測することにより、生産フロンティアを「土地の断片化による非

効率を最小化した状態」として捉えるとともに、現実の観測点よりも長期均衡の想定

に近い状態として扱う。そのため、生産フロンティアと観測点の限界生産物価値に乖

離がみられる場合には、現実の観測点を長期均衡点として扱うことには問題があると

考えられる。また、「零細分散錯圃」による非効率性は大規模農家ほどその影響を受け

やすいと考えられるため、この点についても検討する。  

第 3章ではモビリティの小さい生産要素を可変要素とみなして長期費用関数を計測

することによってどのようなバイアスが生じるのかを明らかにする。要素需要関数を
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介して、長期費用関数と短期費用関数の間で代替の偏弾力性の関係を理論的に整理し、

次に「長期」とみなした費用関数と可変費用関数を計測して、計測結果が理論的に整

理した関係と一致しているかどうかを検討する。  

第 4 章は本研究で明らかにしたことと、今後の課題について述べるものとする。  
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第 1 章 米作生産関数分析と生産要素市場の競争性  

 

第 1 節 米作の生産関数分析について  

 本節では日本の米作に関して生産関数分析を用いた既存研究の手法的な発展を整理

する 1）。日本の米作については技術進歩の偏向性や規模の経済が指摘され，これまで

多くの計量分析が行われてきた。同時に，米作が農業政策と密接に関連した部門であ

ることから，こうした計量分析を通じていろいろな政策的知見が与えられてきた。  

日本の農業について初期の生産関数分析は土屋［23］が挙げられる。1951 年の静

岡県の「農産物生産費調査」個票データを用いてコブ・ダグラス生産関数を計測する

ことで、生産要素の生産弾性値、限界生産力を計測したものである。  

 こうした研究を機に、コブ・ダグラス生産関数を用いて日本の米作について数多く

の分析がなされた。しかし、生産関数の計測には、内生性や多重共線性といった推定

上の問題が存在する。これは、生産要素投入量は農家にとって内生変数であり、内生

変数である生産物を内生変数である生産要素投入量で回帰することによる同時推計バ

イアスの存在を避けることができないという問題である。  

 このような問題に対処するため 1960年代半ばから 1970年代半ばにかけて双対理論

の重要性が認識されるようになった。双対理論によって生産技術は、プライマルであ

る生産関数からだけでなく、デュアルである費用関数、利潤関数によっても説明され

るのである。デュアルである費用関数、利潤関数は、説明変数が生産物価格、生産要

素価格であり、これらの変数は生産者にとって外生変数であるため、同時推計バイア

スの問題は解消されることとなった。また双対理論のもう一つの強みとして、デュア

ルである費用関数や、利潤関数を直接微分することによって、供給関数や要素需要関

数を導出することが可能になることが上げられる。供給関数や要素需要関数の導出が

可能となったことで、生産理論の分析はより多くの課題に対応できるようになってい

った。こうした双対理論の発展とともに、日本の米作の分析にも費用関数や利潤関数
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が用いられるようになった。黒田［15］は、1965 年、1967 年の「農家経済調査」の

農区・規模別データを用いてコブ・ダグラス型の利潤関数を大規模農家グループと小

規模農家グループのそれぞれについて計測し、大規模稲作には規模の経済が存在する

ことを明らかにした。  

 双対理論の発展とともに、フレキシブル関数形の発展も研究の制約を緩和するため

に役立ってきた。コブ・ダグラス型の生産関数はホモセティックであり、要素間の代

替の弾力性が常に 1 であるという仮定を置いている。この代替の弾力性が常に 1 であ

るという仮定が、何らかのバイアスを発生させている可能性があるため、代替の弾力

性の仮定を弱めて行くために関数形の開発が進められた。まず代表的なものとして、

CES 型生産関数が挙げられる。CES 型生産関数は 1960 年代初めに開発された関数形

である。コブ・ダグラス型生産関数に比べて柔軟性を持ち、代替の弾力性は 1 以外の

値を取ることができる。しかし、全ての生産要素のペアの代替の弾力性が同一の値を

とるため、代替の弾力性の仮定によるバイアスは解消されるまでには至らなかった。  

 こうした代替の弾力性の事前の仮定を置くことなく、どんな値も取りうることので

きるフレキシブルな関数形として登場したのが、トランスログ生産関数である。しか

し、トランスログ生産関数は各種の弾力性の導出が面倒であることなどから、日本の

米作に対する適用は多くはない。  

双対理論とフレキシブル関数形を融合させた、トランスログ費用関数を用いること

で、それまでの同時推計バイアスや生産要素の代替の弾力性の仮定といった欠点を解

決できるようになった。トランスログ費用関数と生産要素のシェア式を連立推計する

ことにより、生産要素の代替の弾力性の仮定を置くことなく、規模の経済、技術進歩

のバイアスなどをそれまでよりも簡単に導出することが可能となった。そのため、ト

ランスログ費用関数を用いた研究は 1970 年代末頃から日本の米作についても多く見

られる。｢米生産費｣データからトランスログ費用関数を推計した研究の代表的なもの

を以下に挙げる。Kako［11］は、日本の米作についてトランスログ費用関数を導入し
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た初期の研究である。1953 年から 1970 年の近畿農区データを用いて、労働、土地、

肥料、機械、その他の生産要素の代替・補完関係、技術進歩のバイアスを推計し、要

素シェアの変化の要因分析を行った。技術進歩のバイアスは労働節約的・機械使用的

であり、相対的に安価な生産要素に偏った技術進歩である誘発的技術進歩仮説と整合

的な結果であった。  

加古［12］は 1973 年～1975 年の都府県平均データを用いて、規模の経済の検証を

行い、2ha～3ha を最小効率規模とする L 字型の長期費用曲線が成立していることを

示した。茅野［3］、［4］も同様に 1977 年～1979 年の東北、関東・東山、近畿、九州

の 4 農区データを用いて 5ha～7ha まで規模の経済が存在していることを明らかにし

た。これらの論文をもとに「米生産費」のデータによって推計された、全ての生産要

素を可変要素とみなした長期費用関数が、ある一定規模まで逓減することによって表

現された米作における規模の経済の存在は広く受け入れられて今日に至っている。  

以上のように、トランスログ費用関数を用いた分析では、代替の弾力性、技術進歩

のバイアス、規模の経済を中心に研究が行われてきた。  

 トランスログ利潤関数モデルの適用は、トランスログ費用関数モデルと比べると少

ない。しかし、生産物価格が独立変数として入っているという利点を活かし、米作に

おける価格政策や、減反政策を評価するといった政策分析を行った論文は多く見られ

る。たとえば Kuroda［16］、草苅［18］、［19］、神門［8］は「米生産費」データを

用いて土地、労働を固定要素としたトランスログ可変利潤関数を推計し、土地、労働

の限界生産物価値を計測し、地代や賃金データとの乖離を指摘したり、減反政策の機

会費用や農地流動化への影響を分析している。  

  

第 2 節 生産要素市場の競争性について  

 前節のように日本の米作に関する生産関数分析は手法的な発展を遂げてきた。しか

し、草苅［20］はこのように発展してきた手法を伸縮的手法としてとらえ、「伸縮的
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手法と同時に重要なのは、経済主体をとりまく市場のイメージと、市場と主体のやり

とりを柔軟に描写するための伸縮的思考である」と述べている。具体的にはこの点に

ついて、農地貸借仮説を取り上げ、生産要素である農地の取引に関する外部性の存在

を指摘しており、外部性の存在下で、規模の経済の論拠である『米生産費』から識別

された生産要素市場の競争性を仮定した「長期」費用曲線はなにを現しているのかと

いう疑問を投げかけている。つまり、生産関数分析の手法の発展は研究の可能性を広

げることに役立ったのは間違いのない事実ではあるが、現実の市場や経済主体の行動

をそのような手法を用いて表現するだけでなく、理論的に整合性があるのかを確認し

ていくことが重要なのである。多くの研究で想定されている競争市場のモデルは、た

しかに土地用役市場の一面を捉えていると考えられる。しかしながら、競争の不完全

性をもたらす外部性の存在による戦略的な行動や、内部組織の土地資源配分機能、さ

らには貸借関係や売買に伴うさまざまな取引費用も、農家の行動の実態を観察する際

に見逃すことのできない要因である。  

 

第 3 節 生産要素市場の捉え方と生産関数分析  

 生産関数分析において、生産要素市場の競争性を捉える方法として、その要素を可

変要素として考えるか、固定要素として考えるかがある。可変要素と固定要素の分類

はその研究者の手に委ねられている。つまり、前節で述べた生産要素市場の競争性の

捉え方によって、稲作農家にとって何を固定要素と考えるべきかが変わってくるので

ある。生産要素（土地、労働、経常財、機械）の固定性をどう捉え、いかなる基準で

それを評価すればよいかについての確立した考えが存在しない。  

こうした背景をもとに、土地用役市場の競争性を仮定したトランスログ費用関数か

ら得られた知見に対して、批判的に捉えている論文も複数存在する。遠藤ほか［4］

は生産関数とその双対関数との関係について、土地用役の分配率は、生産関数の方が

双対関数よりも大きくなる傾向を示していることを指摘している。これは、土地市場
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のモビリティが小さいために長期均衡よりも土地の投入量が平均的に過少であれば、

上記の傾向が観察されると推測されるからである（草苅［19］）。  

 土地用役市場だけでなく、労働市場にも競争性の仮定を置くことに疑問を投げかけ

る論文も多い。Kuroda［16］は労働ストックの固定性に注目し、それを明示したモ

デルの有効性を実証している。草苅［18］も同様に、労働ストックの調整の難しさを

指摘している。これは既存の農業政策が雇用政策と密接に関係していることからも明

らかである。また、土地及び労働を固定要素とすることで、その場合の可変利潤（粗

収益－経常財費－資本財用役費）は農業経済・経営学における所得概念にほぼ近くな

り、実際の経済行動をより的確に反映できると考えられる。  

第 1 節で述べたように、既存の日本の米作に関する生産関数分析は、土地や労働市

場の競争性を暗黙裡に仮定してきたものが多く見受けられる。ここでは、土地用役市

場を取り上げ、競争性を阻害すると考えられる要因について整理する。  

土地用役市場には零細分散錯圃による非効率性の存在、資産的価値を有することに

よる転用期待や、生産調整による政策的な土地利用制限など様々な市場競争の不完全

性を招く制約要因の存在が考えられる。これらの土地用役市場の競争性を規定する要

因は大きく 2 つに集約できると考える。   

1 つは農地 1 区画ごとの面積が小さく、さらに、1 戸の経営する農地が 1 か所にま

とまっておらず広範囲に分散しているという零細分散錯圃による非効率の発生である。

特に、零細分散錯圃が問題とされるのは、借地型大規模経営における圃場枚数の著し

い増大と分散範囲の拡大、遠距離化等の問題が生じているためである。それにともな

い、圃場間の移動コストのほかに畦草刈り労働の増加、水見回数の増加、用排水の維

持管理作業の増加、水利費の増加、劣等地や小区画田を含む可能性が高まるため、収

量の低下や機械作業の効率低下などコスト増大要因となる。  

もう 1 つ考えられるのは、農地は農家が自己所有の形態を取っており、資産的価値

の上昇や、先祖代々の継承による自己保有意識の高さなど様々な要因で農家間での売
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買や貸借が成立しにくいというモビリティの低さである。零細分散錯圃による非効率

性とモビリティの低さは相互に影響しあっており、零細分散錯圃の解消のためにはモ

ビリティの向上が必要である。  

 以上の 2 つの要因によって土地市場の競争性が阻害されており、これらの阻害要因

が解消されたとき、土地市場の競争性が補償されると考える。こうして競争性が補償

されたときにはじめて農家の生産行動は長期均衡に近づくのである。  

 以後の章ではこの 2 つの要因が生産関数分析から得られる推計値にどのようなバイ

アスを与えてきたかを実証的に分析する。  

 

注 1）日本農業の生産関数分析に関するレビュー論文は複数存在するが、本章で参考にした論

文を以下に挙げておく。荏開津ほか［6］、加古［13］、生源寺ほか［21］、神門［8］、黒

田［17］。  
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第 2 章 非効率性と限界生産物価値  

 

第 1 節 はじめに 

 本章では、前章で取り上げた「零細分散錯圃」による非効率性と、生産関数分析の

関係について、フロンティア利潤関数を用いて明らかにする。 

 フロンティア生産関数分析は非効率性を明示的に扱うことのできる分析方法であり、

日本の米作についても複数の研究が実施されている（伊藤［10］、高橋［22］）。それ

らの先行研究では米作における非効率性の存在が指摘されてきたが、非効率性の大き

さやその要因の析出に分析の主題があり、非効率性が土地の限界生産物価値に与える

影響を扱った研究は、私見では見受けられない。  

本章では土地用役の限界生産物価値と非効率性の関係について考察する。非効率性

については、第 2 節で技術非効率性、第 3 節で配分非効率性をそれぞれ扱う 1）。ここ

では「零細分散錯圃」によって非効率性がもたらされると特定することで、生産フロ

ンティアを「土地の断片化による非効率を最小化した状態」として捉えるとともに、

現実の観測点よりも長期の想定に近い状態として扱う。したがって、生産フロンティ

アと観測点の限界生産物価値に乖離がみられる場合には、現実の観測点を長期均衡点

として扱うことには問題があると考えられる。また、「零細分散錯圃」による非効率性

は大規模農家ほどその影響を受けやすいと考えられるため、この点についても検討す

る。  
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第 2 節 技術非効率性と限界生産物価値 

1 技術非効率性と限界生産物価値との

限界生

関係 

産物価値の計測は、安定した

価

いる

格データの得られない固定要素のよ

うな財に対する、生産者の自己評価額

を知る手段の一つとして、既存研究で

数多く扱われてきた。ここでは非効率

性と限界生産物価値の関係について図

を使って説明する。図 2－1 は土地 Az

に関する生産フロンティアと技術非効率 0u ≥ の存在する観測点の関係を表して 。 

pは生産物価格、 *y が生産フロンティア の生産点 Cにお る生産量、 ay は観測点 A

における生産量を表す。ここで、土地用役の資源制約や減反政策によって

0 Az  

y

i

( , )f x z  

*
zsp p

i

Az

A  

C

a
zsp p

*y

ay

図 2-1 生産フロンティアと限界生産物価値 

( , ) uf x z e −  

上 け

Az に固定さ

れているとすると、 zsp は農家内部で供給される土地用役の価格であり、土地用役の

限界生産物価値（シャドーバリュー）である。フロンティア上の生産点 Cにおける限

界生産物価値 *
zsp と観測点 における限界生産物価値 a

z は、技術 効率の影響を受け

て乖離し いる。以下では乖離の方向と農家の行動について整理する。  

* a
z zsp sp> であれば、零細分

A sp 非

て

散錯圃などの技術非効率性を解消することにより、土地

用

く

2 確率フロンティアモデル 

測点の関係を明らかにするため実証分析に用いるフロ

ン

役の限界生産物価値は大きくなり、農家の経営面積の拡大意欲が大きくなると考え

られる。逆に * a
z zsp sp< であれば、技術非効率性を解消することにより、土地用役の限

界生産物価値は小さ なり、農家の経営規模面積の拡大意欲は小さくなると考えられ

る。  

 

本節では、フロンティアと観

ティア関数を提示する。確率フロンティア関数は、修正最小二乗法、線形計画法、
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最尤法など様々な計量経済学的手法を用いて推計されてきた。以下では Kumbhakar

［14］に従って技術非効率性とパラメータの関係を明示的に扱うことのできる確率的

フロンティア可変利潤関数を導出する。  

( , ) uy f x z e−=    0u ≥                   (1) 

技術非効率 生産フロンティア ( , )f x zu、フロンティアに達さない生産量 y、 、

生

可変

産要素ベクトル x、固定生産要素ベクトル zとする。 uは output-orien chnical 

inefficiency と呼ばれ、 / ( ) 1ue y f x= ≤ をその尺度とす 。  

つぎに、(1)式の生産関 技術非効率の存在を仮

ted te

数に対応する 定した可変利潤関数を定

義

る

する。  

( , , , ) ( , , )up w z uπ pe w zπ −=       (2) 

 可変要素価格ベクトル w、生産物価格 p とする。利潤最大化の 1 階の条件は

/ / u
i if x w pe−∂ ∂ = となる。 た、要素需要関数は ( , , )u

id pe w z x− = 、短期供給関数

表される。したがって、技術非効率 変利潤関数は以

できる。  

ま

( , , )us pe w z y− = と uの存在する可

下のように定義

,
( , , ) max{

u

u u

ye x
( , )}pe w z py wπ − = − x ye f x z=     (2)’ 

( , , ) ( , , )
( ( , , )) ( , , )

( , , )

a u u

u u u

u

ps pe w z wd pe w z
pe f d e w z wd pe w z

pe w z

π

π

− −

− − −

−

= −
= −
=

      

 ここで、 観察点における可変利潤 はフロンティア上に存在せずaπ 、 , , )a p w zπ π≤ ( と

すると。 , , )p w zπ ( は通常の可変利潤関数 (フロンティア )として以下のよ れ

る。  

うに定義さ

,
( , , ) max{ ( , )}

y x
p w zπ py wx y f x z= − =  

をトランスログ可変利潤関数で定式化すると、  , , )upe w zπ −(
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0

2

ln ln , , ) ln ln ln

1 1 1(ln ) ln ln ln ln
2 2 2

ln ln ln ln ln ln

a u u
p i i j ji j

u
pp ik i k jl j li k j l

u u
pi i pj j ij i ji j i j

pe w z pe w z

pe w w z z

pe w pe z w z

π π β β β γ

β β γ

β δ δ

− −

−

− −

= ( = + + +

+ + +

+ + +

∑ ∑

∑ ∑ ∑ ∑
∑ ∑ ∑ ∑

  (3) 

( , )p w に対する 1 次同次性、対称性の制約を課す。  

1p ii
β β+ =∑ 、 、0pp pii

β β+ =∑ 0pi iki
β β+ =∑ 、 0pj iji

δ δ+ =∑ 、 ik kiβ β= 、 jl ljγ γ= 。  

生産物価格で基準化する。  

0
1ln ln ln ln ln
2

1 ln ln ln ln
2

a
i i

i j j iku ui j i k

i
jl j l ij juj l i j

w wz k
u

w
p pe pe pe

wz z z u
pe

π β β γ β

γ δ

− −

−

= + + +

+ +

∑ ∑ ∑ ∑

∑ ∑ ∑ ∑

−

−
 (4) 

観測点における利潤 はフロンティアにおける利潤 と技術非効率性

に分離できる。  

/ , )w p zπ (/a pπ

( / , , )h w p z u

ln ln , ) ln ( , , )
a w wz h z

p p p
π π= ( + u                (5) 

(5)式の技術非効率性は (4)式より、以下のように定式化できる。  

2ln ( , , ) 1 ln( ) ln (1/ 2)k
i ik ij ji i k i j i k

wwh z u u z u
p p ikβ β δ β⎡ ⎤

= − − − − +⎢ ⎥
⎣ ⎦
∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑  (6) 

つぎに、(4)式からシェア式を導出し、誤差項ηを付加する。ここから、可変要素を経

常財 ( 、機械 、固定要素を労働 ( 、土地 とそれぞれ添え字で表す。  )c ( )m )L ( )A

[ ln ln ]a c c k
c c cj cj ja k j

w x wS
p c cz b uβ β δ

π
= = − + + − +∑ ∑ η    (7) 

[ ln ln ]a m m k
m m mk mj j m ma k j

w x wS
p

z b uβ β δ
π

= = − + + − +∑ ∑ η

k
b

   (8) 

i ikβ=∑ ) m( ,i c m=  c cc cb β β= + m cm mb mβ β= +    

、 に以下のような仮定を置く。  uここで、確率変数 iη
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(ⅰ ) ( , ) ' ~ iid (0, )c m Nη η η= Σ   
[ ] [ ]
[ ] [ ]

c c c m cc cm

c m m m cm mm

E E
E E

η η η η σ σ
η η η η σ σ

⎛ ⎞ ⎛
Σ = =⎜ ⎟ ⎜

⎝ ⎠ ⎝

⎞
⎟
⎠

(ⅱ ) 非負の半正規分布に従う。  2~ iid (0, )uu N σ+

(ⅲ )η、 は独立である。  u

ダッシュは転置を表す。このとき、ηの密度関数、 uとηの結合密度関数は (9)、 (10)

式で表される。   

1
1/ 2/ 2

1 1( ) exp{ ' }
2(2 )I

f η η η
π

−= −
Σ

Σ   (9) 

2

/ 2 2

2( ) exp{ }
(2 ) 2I

uf u
π σ σ

= −  
u u

2
1

1/ 2 2( 1) / 2

2( , ) exp{ ' }
2 2(2 ) I

uu

uf u 1η η η
σπ σ

−
+

= − −
Σ

Σ

) '

  (10) 

( ,c c m mb u b uη ηΞ = − + − + とする。このとき、 と の結合密度関数は以下のように

なる。  

u Ξ

1 2
1/ 2( 1) / 2

2 1( , ) exp{ [( ) ' ( ) / ]}
2(2 )

uI
u

f u bu bu u σ
π σ

−
+

Ξ = − Ξ + Σ Ξ + +
Σ

2   (11) 

( , ) 'c mb b b= である。 の周辺密度関数を とすると、  (f Ξ)Ξ

0

1 2 2
1/ 2( 1) / 2 0

2 1 2 1 1
1/ 2( 1) / 2 0

1 2
1

1/ 2 2 1( 1) / 2

( ( )

2 1exp{ [( ) ' ( ) / ]}
2(2

2 1exp{ [(1/ ' ) 2 ' ' ]}
2(2

2 1 ( ' )exp{ [ ' ]}
2 1/ '(2

exp

uI
u

uI
u

I
uu

f f u du

bu bu u du

b b u bu d

b
b b

σ
π σ

σ
π σ

σπ σ

∞

∞ −
+

∞ − − −
+

−
−

−+

Ξ) = Ξ,

= − Ξ + Σ Ξ + +
) Σ

= − + Σ + Ξ Σ +
) Σ

Ξ Σ= − Ξ Σ Ξ − ⋅
+ Σ) Σ

∫

∫

∫ uΞ Σ Ξ

1
2 1 2

2 10

1 '{ [(1/ ' )( ) ]}
2 1/ 'u

bb b u du
b b

σ
σ

−∞ −
−

Ξ Σ− + Σ +
+ Σ∫

 

u

0 (1/ 'u b bσ σ −1 −= + Σ ) 1 2 1 2
0' ( 'a bσ− −= Ξ Σ Ξ − Ξ Σ )ここで、 、 、とおいて、   2 2 1
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1 2 2
01/ 2 2( 1) / 2 0

0

2 1/ 2 1
0 01/ 2( 1) / 2

10
01/ 2/ 2

2 1exp( / 2) exp{ ( ' ) }
2(2

2exp( / 2) (2 ) [1 ( ' )]
(2
2 exp( / 2) ( ' )
(2

I
u

I
u

I

a u b

a b

a b

σ
σπ σ

σ π σ
π σ

σ σ
π σ

∞ −
+

−
+

−

= − ⋅ − + Ξ Σ
) Σ

−= − Φ Ξ Σ
) Σ

−= ⋅Φ −Ξ Σ
) Σ

∫

u

du

  (12) 

密度関数 から対数尤度関数を以下のように導出する。  (f Ξ)

( )

1 1 2

10
01/ 2/ 2

10
01/ 2/ 2

( ,..., ) ( ) ( ) ( )

2 exp( / 2) ( ' )
(2

2 exp( / 2) ( ' )
(2

N N

N i
ii I

u

N
N

i iiI
u

L f f f f

a b

a b

σ σ
π σ

σ σ
π σ

−

−

= Ξ Ξ = Ξ Ξ ⋅⋅⋅ Ξ

⎛ ⎞−= ⎜ ⋅Φ −Ξ Σ ⎟
⎜ ⎟) Σ⎝ ⎠

⎛ ⎞
= ⎜ ⎟ − ⋅Φ −Ξ Σ
⎜ ⎟) Σ⎝ ⎠

∏

∏

  

' 1
0 0

1ln ln 2 ln 2 ln ln ln ( lnN N
i ui i

NI NL N N b N aπ σ σ σ−= − − Σ + + Φ −Ξ Σ ) − −
2 2 2 i∑ ∑  (13) 

は標本数、 は標準正規分布関数である。  N Φ(⋅)

c c

m m

b u
b u

ε η
ε η

− +⎛ ⎞ ⎛
Ξ = =⎜ ⎟ ⎜− +⎝ ⎠ ⎝

c

m

⎞
⎟
⎠
 

2 2
ccσ

σ

2 2

σ

m

*~ (0, )NΞ Σ   
* *

*
* *

[ ] [ ]
[ ] [ ]

c c c m cc cm

c m m m cm mm

E E
E E

ε ε ε ε σ σ
ε ε ε ε σ σ

⎛ ⎞⎛ ⎞
Σ = = ⎜ ⎟⎜ ⎟

⎝ ⎠ ⎝ ⎠

の各要素は と の要素を用いて以下のようにあらわすことができる。  *Σ Σ2

uσ

* 2 2 2 2[ ] [( ) ] [ 2 ]cc c c c c c c c c c uE E b u E b u b u bσ ε ε η η η σ= = + = + + = +  

* 2 2[ ] [( )( )] [ ]cm c m c c m m c m c m m c c m c m u cmE E b u b u E b b u b u b u b bσ ε ε η η η η η η σ= = + + = + + + = +  

* 2 2 2 2[ ] [( ) ] [ 2 ]mm m m m m m m m m m u mmE E b u E b u b u bσ ε ε η η η σ σ= = + = + + = +  

ここで、 とすると、  0cmσ =

* 2 2
cc c u ccbσ σ= +  

* 2
cm c m ub bσ σ=  

* 2 2
mm m u mmbσ σ σ= +  

となる。この式を変形することで以下のように 、 、 が求まる。  2

uσ ccσ mmσ

2 * /u cm cb bσ σ=  
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* *( / )cc cc c m cmb bσ σ σ= −  

* *( / )mm mm m c cmb bσ σ σ= −  

 0cmσ =

この値を 、 の初期値として、 (13)式の対数尤度関数を最大化する。 (13)式を の

要素を用いて書き換えると以下のようになる。  

Σ Σ2

uσ

( )

2
0

0

2 2 2
0

2

ln ln( ) ln
2

ln [ ( ) ( )]

ln

2 [ ( ) (1
2

cc mm cm

N
ci c mm cm mi m cc cmi

u

N ci mm ci mi cm mi cc ci c mm cm mi m cc cm
i

cc mm cm

NL N

b b

N

b b

σ σ σ σ

σ ε σ σ ε σ σ
σ

ε σ ε ε σ ε σ σ ε σ σ ε σ σ
σ σ σ

= − − +

+ Φ − − + −

−

⎛ ⎞− + − − + −− ⎜ ⎟−⎝ ⎠

∑

∑

(13)’ 

2)]

12 2
2
0 2 2

21 c mm c m cm m cc

u cc mm cm

b b b bσ σ σσ
σ σ σ σ

−
⎛ ⎞− += +⎜ ⎟−⎝ ⎠

 

[ lnc c k
c c ck cja k j

w x w z
p

ε β β δ
π

= + + +∑ ∑ ln ]j  

[ lnm m k
m m mk mj ja k j

w x w z
p

ε β β δ
π

= + + +∑ ∑ ln ]  

 

3 計測手順 

(7)、(8)式のシェア式に SUR を用いて計測することで、誤差項 の共分散行列 が

求められる。 の各要素を用いて、 と に初期値を与えることができる。こうして

求められた初期値を (13)’式の対数尤度関数に与えて、反復計算を行うことで、初期値

のズレを解消しながら、尤度関数を最大化し、パラメータと 、 が求められる。  

*ΣΞ

*Σ Σ2

uσ

Σ2

uσ

以下にその手順をしめす。  

尤度関数を最大化することで求められたパラメータと 、 を用いて、各標本の の

条件付期待値を (14)式から求める。 uの条件付期待値は以下のように uの条件付確率

から導出する。  

uΣ2

uσ
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1 2 2
01/ 2 1

0 0 0

(( )
(

1 1exp{ ( ' ) }
(2 ) ' ) 2

f uh u
f

u b
b

σ
π σ σ σ

−
−

Ξ, )Ξ =
Ξ)

= −
Φ(−Ξ Σ

 
+ Ξ Σ

0
00

( /( ) ( )
( /

E u u h u du
0

φ μ σμ σ
μ σ

∞ )Ξ = ⋅ Ξ = +
Φ )∫    (14) 

1' 2
0bμ σ−= −Ξ Σ jγ0βφ(⋅)、 は標準正規分布関数の密度関数である。残りのパラメータ 、 、

は以下の式を回帰することで求められる。  jlγ

0

1ln ln ln ln ln ln
2

1ln ln ln
2

a
i i k i

i ik iju u u ui i k i j

j j jl j lj j l

w w w w z u
p pe pe pe pe

z z z

π β β δ

β γ γ

− − − −

⎡ ⎤
− + +⎢ ⎥
⎣ ⎦

= + +

∑ ∑ ∑ ∑ ∑

∑ ∑ ∑

j −
  (15) 

つぎに、推定されたフロンティア利潤関数から得られたパラメータを (16)式に代入す

ることで土地用役の限界生産物価値を計測した。  

( ln ln i
zA a jA j iA iAj i

wsp z u
z z p
π π γ γ δ δ∂= = + + +

∂ ∑ ∑ ∑ )
i

A A

 (16) 

(16)式においてフロンティアと観測点における土地用役の限界生産物価値の乖離の

方向性は の符号によって決まることがわかる。 が負値をとれば、非効率性が

土地用役の限界生産物価値を低下させていることになる。また、(6)式の利潤非効率性

の値が大きくなると の値が小さくなるのでそれに伴い、限界生産物価値は低下する。 

iaδΣ iaδΣ

π

 

4 データ  

計測データは農林水産省統計情報部『米及び麦類の生産費』の「作付規模別生産費

（都府県）」を、1971～2003 年までプールして用いる。また、価格指数データは農林

水産省統計情報部『農村物価賃金統計』を使用する。経常財（ c）は「種苗」、「肥料」、

「薬剤」、「その他諸材料」、「建物」を、機械（ ）は「農具」、「光熱」、「賃料」を、

それぞれ含んでいる。  

m
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経常財価格（ ）と機械価格（ ）は、上記の項目についての費用比率をウエイ

トとするマルチラテラル価格指数である。労働（

cw mw

Lz ）は「直接労働時間」を用いる。

ただし、男女間にある賃金格差を調整するために、女子の労働時間については 0.8 を

乗じて男子単位に調整している。面積（ ）は「水稲作付面積」、米作の可変利潤（ ）

は、水稲粗収益から経常財費用、

機械費用を差し引いたものを利

用する。  

aπAz

表 2-1 フロンティア可変利潤関数の計測結果 

変数 推定値 t値  変数 推定値  t値

0β  14.893 64.10 PLδ 0.070 8.86

cβ  -0.223 -2.64 PAδ -0.338 -5.74

mβ  -0.235 -2.26 tβ  -0.001 -0.05

Pβ  1.458 96.09 ctμ  -0.001 -0.10

Aγ  0.363 0.67 mtμ -0.003 -0.10

Lγ  0.515 0.72 Ptμ -0.006 0.18

ccβ  -0.402 -1.70 Ltε  -0.025 -0.61

cmβ -0.195 -0.77 Atε  0.041 1.34

Pcβ 0.598 17.26 ttλ  0.00004 0.03

mmβ -0.835 -3.48 2
uσ  0.100 2.08

Pmβ 1.030 14.77 ccσ 0.016 1.89

PPβ -1.628 15.83 cmσ 0.019 1.78

LLγ -1.053 -0.93 mmσ 0.031 2.21

LAγ 1.161 1.33

AAγ -1.264 -1.87

cLδ  -0.011 -0.08 対数尤度

cAδ  -0.100 -1.02 (13)式     392.4

mLδ -0.059 -0.43 自由度修正済決定係数

mAδ -0.099 -0.96 (15)式     0.990

 

 

5 計測結果 

(13)式の対数尤度関数と (15)

式の計測結果は表 2-1 のとおり

である。計測結果から 1 次項に

要請される理論的符号条件はす

べて満たされている。標本ごと

の技術非効率性 の期待値であ

る (14)式の全標本の平均値は

0.119 である。また各標本の技

術非効率の値には大きな変化は

ほとんど見られなかった。  

u

つぎに (6)式の利潤非効率性

の全標本の平均値は－0.117 であり，最小値は－0.273 で最大値は－0.098 であった。

規模階層が大きいほど非効率性は大きくなっていた。これより，利潤非効率性の要因

が零細分散錯圃の影響と捉えることができると示唆される。  

 18



表 2‐2 には土地用役の限界生産

物価値の階層別平均値を示す。表 2

－2 からわかるように作付規模が大

きくなるにつれてその値も大きくな

っている。これは先行研究の計測結

果と一致している（遠藤ほか［7］，

草苅［19］）。フロンティアと観測点

における限界生産物価値の値を比較

すると，フロンティアにおける値の

方が 10a 当たり 5400 円から 13000

円ほど高くなっている。またこの値

は作付規模とともに大きくなってい

ることがわかる。

表 2-2 規模階層別の限界生産物価値 

単位(円/10a) 

規模階層  観測点  フロンティア  

0.5ha 未満  28,325 33,730 

0.5~1.0ha 34,031 41,272 

1.0~1.5ha 38,694 47,651 

1.5~2.0ha 41,459 51,522 

2.0~2.5ha 43,136 54,000 

2.5~3.0ha 44,361 55,856 

3.0~4.0ha 45,429 57,613 

4.0~5.0ha 45,161 57,710 

5.0ha 以上  45,254 58,722 
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第 3 節 配分の非効率性と限界生産物価値  

1 配分の非効率性と限界生産物価値の関係 

「零細分散錯圃」による、生産の非効率

性の発生は既存研究でも数多く指摘されて

いる。本項では、そのような非効率性の存

在下における農家の最適化行動について図

2－2 を用いて説明し、非効率性と土地用役

の限界生産物価値との関係について図 2－

3 を用いて整理する。   

•

•  

iw p

ix

y

0

pπ ∗

a pπ

( , )f x z

A

B  

図 2-2 配分の非効率性と利潤最大化 

iw p  
b pπ

i iw pθ  

図 1 は配分非効率性が存在する観測点 における最適化行動を表している。生産関

数を

A

( , )f x z 、可変生産要素ベクトルを x、固定生産要素ベクトルを とする。観察点

は

z A

( , )y x ( , )p w Aであり、所与の生産物、可変生産要素価格ベクトルは とする。観察点

では配分非効率 が存在しており、所与の価格ベクトル ( , )p wθ に対して利潤最大化さ

れておらず、結果的に価格ベクトル ( , )p wθ に対して、利潤最大化されているように見

ることができる。一方、配分非効率性が存在しない生産フロンティアである点 Bでは，

所与の価格ベクトル ( , )p w に対して、利潤最大化される。   

 次に、図 2－2 に対応した投入量平面を描いた図 2－3 を用いて、配分非効率性と土

地用役の限界生産物価値の関係について説

明する。縦軸は可変生産要素

•  

•  b
zsp w  

ix

Az0 Az  

B  

A  

図 2-2 配分の非効率性と限界生産物価値 

a
zsp wθ

x，横軸の

は土地とする。土地用役の資源制約や減反

政策などにより は

Az

Az Az に固定されている。

このように土地用役に制約が存在するとき、

土地用役の限界生産物価値 は農家の土

地用役に対する自己評価額となり、内生的

に決定される。  

zsp
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図 2‐3 では配分非効率性が存在する観察点が であり、配分非効率性の存在しな

いフロンティアを点

A

で表す。図 2－3 の点 、Bは図 2－2 の点 、B A A Bに対応してい

る。図 2－2 と同様に点 Aでは配分非効率性の存在により、所与の要素価格 に対し

て最適化することができず、結果として、

w

a
zsp wθ と等量線と接するように を決定

している。一方、点

a
zsp

b
zsp wBでは、所与の可変生産要素価格 が等量線と接するように

が決定される。  b
zsp

ここでは「零細分散錯圃」によって非効率性がもたらされると特定することで、非

効率性が存在しないフロンティアの点 Bを「土地の断片化による非効率を最小化した

状態」として捉えて、現実の観測点 Aよりも長期の想定に近い状態として扱う。した

がって、点 、A Bにおけるそれぞれの土地用役の限界生産物価値 、 の値が乖離

していれば、観測点 を長期均衡点として扱うことに問題があると考えられる。  

a
zsp b

zsp

A

 

2 シャドープライス・アプローチ 

前項で示した配分の非効率性と限界生産物価値の関係を明らかにするために、非効

率性を明示的に扱うことのできるモデルが必要となる。非効率性を明示的に扱うこと

のできる分析方法として、前節で用いた確率フロンティアアプローチと、シャドープ

ライス・アプローチが存在する。前者は誤差項に特殊な分布の仮定を置くことで確率

的フロンティア生産関数を推計することができる分析で、後者はパラメトリックに非

効率性を定義することで間接的にフロンティアを推計することができる分析である 2）

。前者はサンプルごとに、非効率性の値を推計することができるが、連立推計が難し

く、後者はサンプルごとの非効率性の値は求められないが、連立推計を行いやすいな

ど、それぞれに長所・短所が存在する。本節では、Kumbhakar et al［14］のシャド

ープライス・アプローチを用いて、計測可能なトランスログシャドー可変利潤関数を

導出する。 (17)式が観察点 における観察される利潤である。  A

a
i ii

py wπ = −∑ x  (17) 
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観察点 においては、配分非効率性が存在するので (17)式の利潤は配分非効率性の

存在により所与の価格

A

( , )p w に対して、最大化された利潤ではない。観察点 では (18)

式のように利潤最大化問題を解いていることになる。  

A

{ } *, , , max ( , ) i i iix
p w z pf x z w xπ θ θ( ) = − =∑ π

θ

 (18) 

ここで、Kumbhakar et al[14]に従い をシャドー可変利潤関数（ shadow 

variable profit function） と 呼 ぶ 。 こ の と き 、 最 適 化 の 1 階 の 条 件 は 、

, , , )p w zπ (

( , )p w( , ) ( )i i if x z x w pθ∂ ∂ = である。 の時、1iθ = ( , ) ( )i if x z x w p∂ ∂ = となり、所与の価格 に

おいて利潤 を最大化しており、観察点 はフロンティアである点, , )b p w zπ π= ( A Bと等

しくなる。次に、 の時、1iθ < ( , ) ( )i if x z x w p∂ ∂ < となり、配分非効率性の存在しない

フロンティアと比べ、第 要素を過剰投入していることになる。逆に のとき、i 1iθ >

( , ) ( )i if x z x w p∂ ∂ > となり、第 要素は過少投入となっていることがわかる。  i

次に (18)式のシャドー利潤関数から Hotelling の補題を適用することにより (19)式

の供給関数と (20)式の要素需要関数が導出される。  

, , , )( , , , ) p w zs p w z y
p

πθ ∂ (= =
∂

θ
 (19) 

, , , ) 1 , , , )( , , , )i i
i i i i

p w z p w zd p w z x
w w

π θ πθ
θ θ

∂ ( ∂ (− = − = =
∂ ∂

θ
 (20) 

(19)、 (20)式を用いて、観察される利潤は (21)式のように表される。  

, , , ) , , , )

, , , ) , , , )

a
i ii

ii
i i

i
i

py w x

p w z p w zp w
p w

w

i i

p w z p w zp
p w

π
π θ π

θ
π θ π θ

θ

= −

∂ ( ∂ (= +
∂ ∂

∂ ( ∂ (= +
∂ ∂

∑

∑

∑

θ
 (21) 

次に、生産物価格で基準化されたシャドー可変利潤関数を導出する。  

, , , ) max ( , )

, , )

i i
iix

wp w z f x z x
p

w p z

θπ θ

π θ
p

⎧ ⎫( = −⎨ ⎬
⎩

= (

∑
⎭  (22) 
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(19)、 (20)式に対応する供給関数と要素需要関数を (23)、 (24)式で導出する。  

( , ,, , ) , , )
( )

i
i

w w p zs w p z y w p z
p w p

πθ π θ ∂( = = ( −
∂∑ )

i

θ
 (23) 

1 ( , ,, , )
( )i i
w p zd w p z x
w p

πθ
θ

∂− ( = − =
∂

)

i i

θ
 (24) 

このとき、観察点における基準化された利潤は以下のようになる。  

( , , ) 1 ( , ,, , )
( ) ( )

1 ( , , ), , )
( )

1 ( , , ), , ) 1
( , , ) ( )

a
i

ii

i i
i i

i i i

i i i
i

i i i

i i i
i

i i i

wy x
p p

w ww p z w p zw p z
p w p p w p

w w p zw p z
p w p

w p w p zw p z
w p z w p

π

π θ π θπ θ
θ

θ θ π θπ θ
θ θ

θ θ π θπ θ
θ π θ θ

π

= −

∂ ∂= ( − +
∂ ∂

⎡ ⎤⎛ ⎞− ∂= ( + ⎢ ⎥⎜ ⎟ ∂⎝ ⎠⎣ ⎦
⎧ ⎫⎡ ⎤⎛ ⎞− ∂⎪ ⎪= ( +⎨ ⎬⎢ ⎥⎜ ⎟ ∂⎝ ⎠⎪ ⎪⎣ ⎦⎩ ⎭

=

∑

∑ ∑

∑

∑

)

*1, , ) 1

, , )

i
ii

i

w p z S

w p z H

θθ
θ

π θ

⎧ ⎫⎡ ⎤⎛ ⎞−⎪ ⎪( +⎨ ⎬⎢ ⎥⎜ ⎟
⎝ ⎠⎪ ⎪⎣ ⎦⎩ ⎭

= ( ⋅

∑

 (25) 

* ( , ,
( , , ) ( )

i i
i

w p w p zS
w p z w p
θ π

π θ θ
∂=

∂
)

i i

θ
 (26) 

*11 i
ii

i

H θ
θ

⎧ ⎫⎛ ⎞−⎪= +⎨ ⎜ ⎟
⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

∑ S ⎪
⎬  (27) 

シャドーシェア と観察されるシェア との関係は以下のようになる。  *

iS iS
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*

( )
( )
( ) ( , , )
( ) ( )

( )1 (
( , , ) ( )

i i
i a

i i
a

i
a

i i

i i

i i

i

w xS

w p x
p

w p w p z
p w p

w p w p z
H w p z w p

S
H

π

π
π θ

π θ
θ π θ

θ π θ θ

θ

=

⋅=

∂= −
∂

∂= −
∂

= −

 (28) 

, , )

i

i

( , ,w p zπ )θここで、シャドー可変利潤関数 をトランスログ可変利潤関数で定式化す

る。添え字 i、 は可変要素の経常財 ( 、機械 ( 、)c )m jk 、 は固定要素の労働 ( 、土

地

)Ll

( )A を表す。  

0ln ( , , ) ln ( ) ln

1 1ln ( ) ln ( ) ln ln
2 2

ln ( ) ln

i i i j ji j

ik i i k k jl j li k j l

ij i i ji j

w p z w p z

w p w p z z

w p z

π θ β β θ γ

β θ θ γ

δ θ

= + +

+ +

+

∑ ∑

∑ ∑ ∑ ∑
∑ ∑

 (29) 

(29)式より、シャドーシェア を導出すると (14)式のようになる。  *

iS

* ln ( ) lni i ik k k ij jk
S w pβ β θ δ= + +∑ ∑ j

z  (30) 

このとき、観察点における利潤とシェア式は (25)、(28)式から、それぞれ (31)、(32)

式で表される。  

ln( ) ln ( , , ) lna p w p z Hπ π θ= +  (31) 

*
i

i
SS
Hθ

= −  (32) 
i

i

計測は Atkinson et al［2］と同様に、 (31)式の観測点における利潤と、 (32)式の経

常財と機械のシェア式の計 3 本の式に誤差項を付加し、対称性制約を課して反復 SUR

で同時推計する。非効率性のパラメータ は簡単化のため、 の形で導入した。 iθ expiθ φ=

以上の手法で推計されたパラメータを用いて、 (33)式の土地用役の限界生産物価値

を計測する。  
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( )( , , ) ln ln ln( ) lnA A lA l iA i iA il i i

w p z z z w p
z z

π θ π
A A

γ γ δ δ∂ = + + +
∂ ∑ ∑ ∑ θ  (33) 

推計された配分非効率のパラメータ を代入した と、 を代入した限界生産

物価値 をともに計測し、両者の比較を行う。 

a
zspiθ 1iθ =

b
zsp

 

3 データ 

計測データは農林水産省統計情報部『米及び麦類の生産費』の「作付規模別生産費

（都府県）」、ならびに、『農村物価賃金統計』を、1971～2003 年まで、0.5ha 以上の

5 階層をプールして用いる。サンプル数は 165 である。  

経常財（ c）は「種苗」、「肥料」、「薬剤」、「その他諸材料」、「建物」、「光熱」を、

機械（ ）は「農具」、「賃料」を、それぞれ含んでいる。  m

経常財価格（ ）と機械価格（ ）は、上記の項目についての費用比率をウエイ

トとするマルチラテラル価格指

数である。労働（

cw mw

表 2-3 シャドー可変利潤関数の計測結果 

変数 推定値 t値  変数
推定
値  t値  

0β  14.276 1140.1 tγ  -0.246 -8.09

cβ  -0.293 -8.59 ctβ  -0.072 -6.47

mβ  -0.785 -30.16 mtβ -0.191 -6.64

Lγ  0.500 7.34 Ltγ  -0.283 -3.63

Aγ  1.486 30.68 Atγ  0.257 4.36

ccβ  -0.311 -20.14 ttγ  -0.139 -5.09

cmβ -0.150 -8.23 cφ  0.144 1.05

mmβ -0.772 -26.61 mφ  -0.657 -21.26

LLγ -0.416 -2.13 cθ  1.156 

LAγ 0.418 2.85 mθ  0.518 

AAγ -0.396 -3.60 決定係数  

cLδ  -0.146 -5.27 可変利潤関数    0.986

cAδ  0.157 8.08 cS           0.904 

mLδ -0.409 -6.04 mS           0.850 

mAδ 0.421 8.94  

Lz ）は「直接

労働時間」を用いる。ただし、

男女間にある賃金格差を調整す

るために、女子の労働時間につ

いては 0.8 を乗じて男子単位に

調整している。土地（ ）は「水

稲作付面積」、また、技術指数

（ ）として、タイムトレンド

を固定要素と同様に加えた。米

作の可変利潤（ ）は、水稲粗

収益から経常財費用、機械費用

を差し引いたものを利用する。  

zA

tz

aπ
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4 計測結果 表 2-4 規模階層別の限界生産物価値 

単位(円/10a) 

規模階層  観測点  1iθ =  

0.5~1.0ha 59,393 96,406 

1.0~1.5ha 67,495 110,075 

1.5~2.0ha 70,974 122,557 

2.0~3.0ha 75,379 131,342 

3.0ha 以上  79,809 144,713 

 (31)式の可変利潤関数と (32)式

のシェア式の計測結果は表 2‐3

のとおりである。計測結果から利

潤関数の要素価格に対する単調性、

凸性をサンプルの平均値でチェッ

クした結果、単調性、凸性ともに

満たされていた。 cφ 以外のパラメ

ータは全て 5％水準でゼロと有意

である。おおむね良好な計測結果が得られたといえる。  

表 2‐4 には土地用役の限界生産物価値の階層別平均値を示す。先行研究と比較す

ると全体的に大きな値になった。表 2‐4 からわかるように作付規模が大きくなるに

つれて、その値も大きくなる。これは先行研究の計測結果と一致している（遠藤ほか

［7］、草苅［19］）。図 2－2、2－3 の観測点 A の と点 B の の推計値を比較す

ると、点 B における値の方が 10a 当たり約 37,000 円から 65,000 円ほど高くなってい

る。また、この差は作付規模とともに大きくなっていることがわかる。配分の非効率

性が、土地用役の限界生産物価値に与える影響は作付規模と比例して大きくなること

が示された。  

a
zsp b

zsp

 以上のことから、図 2－3 で述べたように点 、A Bにおけるそれぞれの土地用役の

限界生産物価値 、 の値は乖離しており、「米生産費」における観測点a
zsp b

zsp Aを長期

均衡点として扱うことに問題があることを示すことができたと考えられる。   

 

第 4 節 計測結果の考察 

本章では，非効率性の存在が米作における土地用役の限界生産物価値に与える影響

ついて分析を行った。技術非効率性と配分非効率性について、生産フロンティア上と
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それぞれの非効率性の存在するもとでの農家の最適化行動を説明し、観測点において

土地用役の限界生産物価値が乖離することを図を用いて整理した。図で整理した乖離

がどのような方向で起きているかを検証するため，技術非効率性、配分非効率性をそ

れぞれ明示的に扱ったフロンティア可変利潤関数を計測し、土地用役の限界生産物価

値の推計を行った。その結果，生産フロンティア上における限界生産物価値の方が現

実の観測点と比べて大きな値をとることを示した。また、規模が大きくなるほどその

乖離は大きくなることから、非効率性が「零細分散錯圃」に起因するものと特定する

ことを支持する結果であるといえるだろう。「零細分散錯圃」を要因として捉えた技術

非効率性と配分非効率性は、ともに土地の限界生産物価値を下げていることといえる

だろう。それぞれの非効率性が土地の限界生産物価値に与える影響は技術非効率性よ

りも配分非効率性によるものの方が大きいことも明らかとなった。  

以上の結果は次のように解釈できる。「零細分散錯圃」を要因と捉えた非効率性が存

在するもとで、「土地の断片化による非効率を最小化した状態」である生産フロンティ

アと現実の観測点の土地の限界生産物価値の間には乖離が見られる。そのため、「米生

産費」の観測点を長期均衡点として扱うことに問題があることが示された。   

 

注  1）本章ではモデルの簡単化のために非効率性を技術非効率性と配分非効率性を別々に取

り上げたが、それぞれの非効率性を合わせた総合非効率性を取り込んだ分析を行う必要

がある。以上は今後の課題としたい。  

 2）確率フロンティア生産関数分析の先駆的な研究は Aigner et al［1］によって行われて

きた。シャドープライス・アプローチは Atkinson et al［2］が先駆けとされる。なお詳

細なサーベイは Coelli et al［5］、Kumbhakar et al［14］、で行われている。  
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第 3 章 生産要素のモビリティと要素代替の弾力性  

 

第 1 節 はじめに  

第 1 章で述べたように、伸縮的関数形は要素代替の偏弾力性などの理論的制約を緩

和したが、一方で、土地のようにモビリティが小さいと考えられる生産要素を可変要

素とみなして計測したことのバイアスが発生している可能性がある。本章の課題は米

作における要素代替の偏弾力性について、この点を整理することにある。はじめに、

要素需要関数を介して、長期費用関数と短期費用関数の間で代替の偏弾力性の関係を

理論的に整理し、次に「長期」とみなした費用関数と可変費用関数を計測して、計測

結果が理論的に整理した関係と一致しているかどうかを検討する。 

 

第 2 節 分析の枠組み  

いま、米作の長期費用関数を 、可変費用関数を 、短期費用関数を と

して、それぞれの関係を (1)式で表す。ただし、

( )Lc • ( )Vc • ( )Sc •

yはコメ生産量、 は土地用役投入量

（作付面積）、 は可変要素価格ベクトル、

z

p zp は地代である。 

{ } * * *
0

( , , ) min ( , , ) ( , , ) ( , , , ( , , ) )L V V S
z z z zz

c p y c y z p z c y z p z c p y z p y
≥

= + = + =p p p p p z (1） 

*
*( , , )V

zc y z z sp− ∂ ∂ =p *z zp sp=とおくと、ここで 。したがって、長期均衡では、地代

（ ）は土地用役のシャドウ・プライス（ ）に等しい。  zp *zsp

で偏微分すると、(1)式に対応する要素需要関数 は (2)式で与えられる。  (1)式を ip ( )ih •

*( , , ) ( , , , ( , , ) )L S
i z i z zh p y h p y z p y=p p p    (2) 

で偏微分すると、 (3)、 (4)式を得る。  さらに、 (2)式を ip jp、

* *( , , ) ( , , , ( , , ) ) ( , , , ( , , ) ) ( , , )
L S S
i i i z

z z z z z
h h h h

z
i i i

p y p y z p y p y z p y p
p p z p

∂ ∂ ∂ ∂
= +

∂ ∂ ∂ ∂
p p p p p p y  (3) 

* *( , , ) ( , , , ( , , ) ) ( , , , ( , , ) ) ( , , )
L S S
i i i z

z z z z z
j j j

h h h h
zp y p y z p y p y z p y p

p p z p
∂ ∂ ∂ ∂

= +
∂ ∂ ∂ ∂

p p p p p p y  (4) 
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 (3)、 (4)式を弾力性で表記すると、 (5)、 (6)式となる。  

* ln
( , , ) ( , , , ( , , ) ) ( ) ( )

ln

S
L S S Si z
ii z ii z z ii i z

h h
i

i
p y p y z p y h z h

z p
η η η

∂ ∂
= + = + Δ

∂ ∂
p p p p⋅Δ  (5) 

* ln
( , , ) ( , , , ( , , ) ) ( ) ( ) ( )

ln

S
L S S Si z
ij z ij z z ij i z j

j

h h
p y p y z p y h z h p i

z p
η η η

∂ ∂
= + = + Δ ⋅Δ

∂ ∂
p p p j≠ (6) 

 ただし iiη は要素需要の自己価格弾力性を、 ijη は要素需要の交差価格弾力性を、そ

れぞれ表す。  

 ここで (5)、 (6)式の価格弾力性については、以下の関係が成り立つ。  

（ ）土地（ ）と可変要素 iが粗代替関係     ( ) 0S
ih zΔ ≤z1a R

）と可変要素 iが粗補完関係     ( ) 0S
ih zΔ ≥z（ ）土地（2a R

と土地（ ）が粗代替関係     j z ( ) 0z jh pΔ ≥（ ）可変要素1b R

）が粗補完関係     zj ( ) 0z jh pΔ ≤（ ）可変要素2b Rと土地（

 このうち、(5)式の自己価格については であるため、 L
iiη ≥ S

iiη( ) ( ) 0S
i z ih z h pΔ ⋅Δ ≤ で

ある 1）。土地が固定的な場合は であるから、このときに土地を可変的な要

素とみなして計測した「長期」費用関数は、要素需要の自己価格弾力性（絶対値）を

過大評価する方向にバイアスが生じている可能性がある。  

( ) 0z ih pΔ =

 つぎに (6)式の交差価格弾力性について、長期と短期の大小関係は次のようになる。 

  （ ） （ ）、または（ ） （ ）  L
ijη ≤ S

ijη 1a 1b 2a 2b× ×R

  （ ） （ ）、または（ ） （ ）  L
ijη ≥ S

ijη 1a 2b 2a 1b× ×R

 このとき、自己価格弾力性と同様に、土地が固定的な場合は であるから、

土地を可変的な要素とみなして計測した「長期」費用関数は、要素需要の交差価格弾

力性（実数値）について、上記の方向でバイアスが生じている可能性がある。  

( ) 0z jh pΔ =

 最後に、上記の価格弾力性と代替の偏弾力性との関係を (7)、 (8)式に示す。  

         (7) ii ii isσ η=

         (8) ij ij jsσ η=

 29



 ここで、 ,i js s は可変要素 、i jについてのコスト・シェアであるため、正である。

したがって、固定的な要素を可変的とみなして計測した「長期」費用関数が持ち得る

代替の偏弾力性のバイアスは、要素需要の価格弾力性のバイアスと同一の方向となる。 

 

第 3 節 実証分析  

実際に米作の可変費用関数と「長期」費用関数を計測して、第 2 節で考察した関係

が観察されるかどうかを確認する。従来の研究との関係を検討することが目的である

から、投入要素についても既往研究の分類に従う。このうち、可変費用関数の計測式

は (9)式のとおりである。可変要素である経常財（ ）、機械（ ）、労働（ ）に、固

定要素として土地（ ）を加える。また、 (9)式に対応したコスト・シェア関数を (10)

式に、収入シェア関数を (11)式に、それぞれ示す。計測は、(9)式、機械（ ）と労働

（ ）についての (10)式、および (11)式の合計 4 本に、 (12)式の制約条件を課して反復

SUR で同時推計する。  

c m l

z

m

l

2

2

2

1 1ln ln ln ln (ln ) ln ln
2 2

1ln ln (ln ) ln ln ln ln ln
2

1ln ln

V
y i i z t yy ij ii i

i zz yi i yz yti iiz

it i zt tti

c y p z t y p

p z z y p y z yt

p t zt t

α α α α α γ γ

β β δ δ μ

μ μ μ

0= + + + + + +

+ + + + +

+ + +

∑ ∑

∑ ∑

∑ 2

jj p∑
(9) 

ln ln ln ln ln ( , )V
i i i ij j yi i itjs c p p y z t i mα γ δ β μ= ∂ ∂ = + + + + =∑ l  (10) 

ln ln ln ln lnV
y y yi i yy yzis c y p y zα δ yttγ δ μ= ∂ ∂ = + + + +∑  (11) 

ij jiγ γ= 、 、 、1iiα =∑ 0ijj γ =∑ 0yiiδ =∑ 0izi β =∑ 0iti μ =∑  (12) 、 、

一方、「長期」費用関数の計測式は (13)式に示すとおりである。可変要素は経常財（ ）、

機械（ m）、労働（ ）、土地（

c

zl ）の 4 つである。また、(13)式に対応したコスト・シ

ェア関数を (14)式に示す。計測は、(13)式と、機械（ ）、労働（ l）、土地（ ）につ

いての (14)式の合計 4 本に、(15)式の制約条件を課して反復 SUR で同時推計する。な

お、 (9)～ (15)式の tは技術指数である。  

zm
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2

2

1 1ln ln ln (ln ) ln ln
2 2

1ln ln ln ln

L
y i i t yy ij ii i

yi i yt it i tti i

c

2

jjy p t y p p

y p yt p t t

α α α α γ γ

δ μ μ μ

0= + + + + +

+ + + +

∑ ∑ ∑

∑ ∑
 (13) 

ln ln ln ln ( , , )L
i i i ij j yi itjs c p p y t i m lα γ δ μ= ∂ ∂ = + + + =∑ z  (14) 

ij jiγ γ= 、 、 、1iiα =∑ 0ijj γ =∑ 0yiiδ =∑ 0iti μ =∑  (15) 、

 

計測データは農林水産省統計情報部『米及び麦類の生産費』の「作付規模別生産費

（都府県）」を、1971～1999 年までプールして用いる。また、価格指数データは農林

水産省統計情報部『農村物価賃金統計』を使用する。経常財（ c）は「種苗」、「肥料」、

「薬剤」、「その他諸材料」、「建物」を、機械（ ）は「農具」、「光熱」、「賃料」を、

それぞれ含んでいる。経常財価格（

m

cp mp）と機械価格（ ）は、上記の項目について

の費用比率をウエイトとするマルチラテラル価格指数である。賃金率（ lp ）は「総労

働費」を「直接労働時間」で割ったものである。面積 ( )z zpは「水稲作付面積」、地代（ ）

は平均地代である。米作の可変費用（ ）は、経常財費用、機械費用、総労働費の合

計である。「長期」費用（

Vc

Lc ）は、この可変費用に地代を加えたものである。収入シ

ェア関数（ ）の収入には、「主産物収益」を用いた。技術指数（ ）はタイム・トレ

ンドで代理した。  

ys t
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表 3-1 可変費用関数の計測結果 

変数  推定値  t値 変数  推定値 t値

表 3-2 「長期」費用関数の計測結果 

変数 推定値 t値  変数  推定値  t値

0α 15.063 1178.2 ycδ
 0.015 0.780α

 14.951 749.8 ycδ
 -0.237 -8.86

yα
 1.855 84.07  ymδ

 
0.209 11.20 yα 0.801 83.73 ymδ

 -0.009 -9.01

cα
 0.215 14.33 ylδ

 
-0.446 -18.9 cα 0.179 209.11 ylδ

 -0.037 -28.1

mα
 0.228 17.67 yzδ

 
-0.349 -2.98 mα 0.181 18.50 yzδ

 0.030 61.65

 

lα
 0.557 34.88 ytμ lα 0.473 36.48 ytμ

 -0.009 -7.45  0.001 1.42

zα 0.167 41.17 ctzα
 -1.120 -42.0 ct μμ

 0.002 0.01  0.001 0.72

tα
 -0.022 -8.46 mt tα -0.007 -3.56 mtμμ

 0.005 6.79  0.004 6.71

yyγ
 0.688 6.14 ltμ

 -0.007 -7.46

ccγ
 0.135 2.01 ztμ

 0.010 6.81

cmγ
 -0.059 -1.40 ttμ

 -0.001 4.28

clγ
 -0.076 -2.37 決定係数 

mmγ  0.084 2.92 可変費用関数  0.974

mlγ
 -0.025 -1.41 コスト・シェア関数  

llγ
 0.102 4.41 機械（ ms ）  0.727

czβ
 -0.216 -7.34 労働（ ls ）  0.490

mzβ
 -0.217 -11.1 収入シェア  0.903

lzβ
 0.433 17.59  

zzβ
 -0.010 -0.07  

yyγ 0.022 2.53 ltμ
 -0.007 -9.88

ccγ 0.088 1.63 ztμ
 0.003 12.54

cmγ -0.050 -3.11 ttμ
 -0.0001 0.875

clγ -0.030 -0.85 決定係数 

czγ -0.008 -0.27 「長期」費用関数  0.99

mmγ 0.060 2.51 コスト・シェア関数  

mzγ -0.011 -2.22 機械（ ms ）  0.86

0.002 0.13 労働（ ls ）  0.84mlγ
0.139 7.16 土地（ zs ）  0.96llγ

lzγ -0.111 -18.34  

zzγ 0.131 41.80  
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表 3-3 要素価格弾力性（可変費用関数） 表 3-4 要素価格弾力性（「長期」費用関数） 

  経常財 機械  労働  土地    経常財  機械  労働

-0.194 0.044 0.071 -0.341 -0.023 0.106 0.147
経常財価格  

(-1.14) (0.41) (2.03)
経常財価格

(-2.00) (-0.21) (3.09) (6.21)

0.056 -0.420 0.248 -0.029 -0.510 0.245 0.185
機械価格  

(0.41) (-4.43) (6.36)
機械価格

(-0.21) (-5.14) (6.33) (7.55)

0.138 0.376 -0.318 0.207 0.373 -0.254 -0.170
賃金率 

(3.09) (6.33) (-4.78) (-5.83)
賃金率 

(2.03) (6.36) (-6.36)

上段は推定値，下段は t 値である．  0.163 0.160 -0.097 -0.162
土地  

(6.21) (7.55) (-5.83) (-10.74)

上段は推定値，下段は t 値である．  

表 3-5 代替の偏弾力性（可変費用関数） 表 3-6 代替の偏弾力性（「長期」費用関数） 

  経常財 機械  労働   経常財 機械  労働  土地  

-0.818 0.185 0.300 -1.82 -0.121 0.567 0.785
経常財  

(-1.14) (0.41) (2.03)
経常財  

(-2.00) (-1.21) (6.21) (6.21)

 -1.389 0.818  -2.127 1.021 0.773
機械  

 (-3.85) (6.36)
機械  

 (-5.14) (6.33) (7.55)

  -0.693   -0.696 -0.466
労働  

  (-6.36)
労働  

  (-4.78) (-5.83)

   -0.780上段は推定値、下段は t 値である  

土地  

   (-10.74)

上段は推定値，下段は t 値である．  
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第 4 節 計測結果  

(9)～ (15)式に示した可変費用関数と「長期」費用関数の計測結果は表 3－1 と表 3－2

のとおりである 2）。これらの計測結果から、 (7)、 (8)式にしたがって、標本平均で評

価した要素需要の価格弾力性と代替の偏弾力性の算出結果を表 3－3～表 3－6 に示す。 

表 3－3 と表 3－4 から、各要素の自己価格弾力性はすべて負値であり、理論的符号

条件を満たしている。これら可変要素の自己価格弾力性について、第 2 節で考察した

長期と短期の関係を確認すると、 L
iiη ≥ S

iiη の関係は、経常財と機械では成立してい

たが、労働では成立していなかった。また、可変要素間の交差価格弾力性について同

様の確認をすると、可変費用関数と「長期」費用関数から導出した交差価格弾力性は、

機械と労働の組合せを除いた全ての組合せで、第 2 節で示した長期と短期の関係と一

致することが観察された。第 2 節で示した長期と短期の関係と一致しない弾力性が存

在するのは、計測式におけるゼロ次同次制約条件の影響を受けたためと考えられる。  

つづいて、表 3－5 と表 3－6 の代替の偏弾力性推計値について、第 2 節に示した方

向で、固定的な土地を可変要素とみなして推計したことによるバイアスが生じている

かどうかを確認した。その結果、全ての組み合わせについて、第 2 節で示した長期と

短期の関係と一致していることが明らかとなった。「長期」費用関数から計測された代

替の偏弾力性推計値は、固定的な土地を可変要素とみなして推計したことによるバイ

アスが生じている可能性が高いと考えられる。  

 

第 5 節 計測結果の考察 

本章では、固定的な生産要素を可変的とみなして計測した場合に、要素需要の価格

弾力性と代替の偏弾力性に、どのような方向でバイアスが生じるかを理論的に検討し

た。次に、日本の米作について、土地が固定的な生産要素であるにもかかわらず、そ

れを可変要素とみなして推計した要素需要の価格弾力性と代替の偏弾力性が、上記の

理論的関係を保持しているか検討した。その結果、「長期」費用関数から計測された要
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素需要の自己価格弾力性推計値は、労働以外で、交差価格弾力性推計値は、機械と労

働の組合せ以外で、固定的な土地を可変要素とみなして推計したことによるバイアス

が生じている可能性が高いことが明らかとなった。また、同様に計測された代替の偏

弾力性推計値は、全ての組合せについて、固定的な土地を可変要素とみなして推計し

たことによるバイアスが生じている可能性が高いことが明らかとなった。  

 

注 1） この関係はル･シャトリエの原理（Le Chatelier principle）に従う。 

 2） 可変費用関数と「長期」費用関数が well-behaved な生産構造を体現しているかどう

かを，サンプルの平均値でチェックした。その結果，monotonicity と  concavity の

条件が満たされていた。 
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第 4 章 結論  

 

本研究では、現実の米作の生産点が、生産要素市場の競争性を仮定した状態として

考えられるかという課題を明らかにするために、種々の生産要素市場の競争性の阻害

要因が、生産関数分析によって推計される諸々の弾力性へどのような影響を与えるか

について分析を行った。  

具体的には、「零細分散錯圃」による取引費用の発生が農地利用上の非効率性を温存

していることと、農地取引で発生する取引費用がモビリティを低下させている要因と

なっていることなどを取り上げ、非効率性が限界生産物価値に与える影響とモビリテ

ィの低さが要素代替の弾力性へ与える影響について実証分析を行った。「零細分散錯

圃」による非効率性の存在を明示的に考慮しないことにより土地用役の限界生産物価

値を過小に評価していること、モビリティの低い土地用役を可変要素として扱うこと

で経常財と機械の代替の偏弾力性を過小に経常財と労働、機械と労働に関しては過大

に評価している可能性が高いことが明らかとなった。  

これらの分析結果によって、「米生産費」データにおける現実の観測点は、土地市場

の競争性が阻害されているため、長期均衡に達しているとはいえないことを示すこと

ができたと考えられる。  

本研究においては土地市場のみを取り上げ、その競争性の阻害要因が、生産関数分

析に対してどのようなバイアスをもたらすかについての分析を行った。労働や機械な

どの他の生産要素市場にもさまざまな競争性の阻害要因が存在していることも事実で

あり、それらを競争的として扱うことによるバイアスに対しての検討は行っていない。

日本の米作に関する生産関数分析は、さまざまな政策的知見を与えてきたが、今後よ

り正確でより実践的な提言を行うことができる分析を可能とするためには、今回用い

たフロンティア関数などの手法面の充実はもちろんであるが、日本の米作特有の環境

を考慮し、現実を伸縮的に捉えるためのバリエーションの充実も必要である。  
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